(様式１－２)
平成30年度　海外プロモーション映像活用事業助成金対象事業指定申請書（２号関係）
平成　　年　　月　　日

（あて先）
一般財団法人さっぽろ産業振興財団理事長

申請者　住　　　　所
法人・団体名
代 　表 　者　　　　　　　　　　　印

「海外プロモーション映像活用事業助成金」対象事業の指定を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

１　助成対象経費額（円）
２　助成申請予定額（円）
３　添付書類

（１）申請者概要（別紙１）
（２）委託事業者概要（別紙２）
（３）事業計画書（別紙３）
（４）経費内訳書 (別紙４)
別紙１　申請者概要
	法人・団体名
	

	代表者職・氏名
	

	住所（所在地）
	〒　　－



	電話番号
	

	ホームページ
	

	設立年月日
	

	構成員
	

	沿革
	

	（事務担当者連絡先）
	

	役職
	

	氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	e-mailｱﾄﾞﾚｽ
	


　※１　交付要綱第９条で定める資料を添付してください。
※２　直近の市税の納税証明書(指名願用)および宣誓書(様式３)を添付してください。納税証明書
　(指名願用)については、各市税事務所及び札幌市役所本庁２階の税証明窓口で、１税目につ
き手数料400円で交付しております。

別紙２　委託事業者概要
	法人・団体名
	

	代表者職・氏名
	

	住所（本社所在地）
	〒　　－



	電話番号
	

	ホームページ
	

	概要
	

	（担当者連絡先）
	

	役職
	

	氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	e-mailｱﾄﾞﾚｽ
	


· 委託事業者の概要がわかるものであれば、別の様式によることができます。
別紙３　事業計画書

	(１)
	事業名
	（例　○○向け△△映像制作事業、○○映像マニュアル制作事業、その他○○事業など。）
該当条項：要綱第４条第１項第２号　ア・イ・ウ　（いずれかに○印）

	(２)
	映像コンテンツ概要
(審査基準①、④)
	目　的：（例　バイヤー向け商材や活用方法の紹介、独自技術や施設の紹介等、具体的に）
企画案：（例　原料の産地を訪れて生産者にインタビュー、商材を活用した料理など消費者向けに発信するための情報提供等、具体的に）
形式等：（例　尺や媒体、言語のほか、実写、アニメ、モーショングラフィック、ドローン等の活用技術など）


	(３)
	事業実施計画
(審査基準②、⑤)
	【映像制作】
製作期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

撮影場所：（例　自社○○工場内など）
【映像活用】
活用時期：（例　商談日程や映像マニュアル配布時期などを記載）
発信方法：（例　ＤＶＤ等）
国・地域：（例　中国・上海市、台湾・台北市など）
産業分野：（例　外食サービス業、環境衛生技術など）
発信相手：（例　バイヤー、コンサルタント、金融機関、行政機関など）
見込件数：（例　商談件数、マニュアル配布件数など）
商談方法：（例　個別商談、見本市、マッチングツアー等、出展概要なども詳細に記載）
他の取組：（例　商談以外での映像活用など、特記内容があれば記載）


	(４)
	事業処理体制図
関与する市内事業者
(審査基準②、⑥)
	※体制図については、作業分担、人員体制などを記載（別様式も可）。
※映像制作の委託事業者以外で、関与する市内企業がいれば記載。


	(５)
	事業全体予算
(審査基準③)
	※補助対象経費外の項目も含めて記載
※事業収入や企業協賛、他の公的支援制度の活用予定等の収入見込みについても漏れなく記載すること（最終的な状況は報告書に記載）。


	(６)
	事業の効果検証
(審査基準⑥)
	※効果測定指標及び測定・検証方法について記載。

（例　販売数、売上額、商談継続数、商談成約数、顧客向けマニュアル配布部数などの定量情報のほか、アンケートによる聞き取りやメディア紹介などの定性情報を記載）


	(７)
	関与する札幌映像撮影コーディネーター
(審査基準⑦)
	※氏名及び所属を記載
＊札幌映像撮影コーディネーターは、札幌市長から認定された者で、映像撮影コーディネーター認定証を所持している者を指す。


	(８)
	その他の工夫内容
(審査基準①～⑥)
	※対象国ごとのマーケティング、ニーズを踏まえた戦略策定、独自の情報収集に基づく取組など、できるだけ客観的、定量的な情報を基に工夫した点を記載。
※複数国の場合は、国別に記載。
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